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山
田
一
仁
会
長
（
札
幌
市
議
会

議
長
）
ら
地
方
六
団
体
の
各
代
表

は
、
4
月
23
日
、
総
務
省
で
開
か

れ
た
総
務
大
臣
・
地
方
六
団
体
会

合
に
出
席
し
、
野
田
聖
子
・
総
務

大
臣
ら
と
意
見
交
換
を
行
っ
た
。

は
じ
め
に
、野
田
大
臣
か
ら「
骨

太
方
針
作
成
に
向
け
た
議
論
が
本

格
化
し
て
き
た
。
31
年
度
以
降
の

地
方
一
般
財
源
総
額
の
あ
り
方
に

つ
い
て
も
議
論
さ
れ
る
見
込
み
で

あ
り
、
安
定
的
確
保
が
不
可
欠
で

あ
る
と
し
っ
か
り
と
主
張
す
る
」

な
ど
の
挨
拶
が
あ
っ
た
。
続
い
て
、

地
方
六
団
体
を
代
表
し
、
上
田
清

司
・
全
国
知
事
会
会
長
（
埼
玉
県

知
事
）
か
ら
「
31
年
度
以
降
も
地

方
交
付
税
の
大
枠
を
し
っ
か
り
守

っ
て
も
ら
い
た
い
」
な
ど
の
挨
拶

が
あ
っ
た
。

地
方
六
団
体
会
長
発
言
で
は
、

山
田
会
長
か
ら
は
▽
一
般
財
源
総

額
▽
自
動
車
関
係
税
制
―
な
ど
に

つ
い
て
「
こ
れ
か
ら
3
年
間
の
地

方
一
般
財
源
の
総
額
の
確
保
を
お

願
い
し
た
い
。
臨
財
債
の
縮
小
の

た
め
に
も
、
安
定
的
に
確
保
さ
れ

た
い
。
基
金
に
つ
い
て
も
よ
ろ
し

く
お
願
い
し
た
い
。
31
年
度
の
消

費
税
率
の
引
き
上
げ
を
控
え
、
自

動
車
取
得
税
な
ど
自
動
車
関
係
税

制
が
重
要
な
テ
ー
マ
に
な
る
と
認

識
し
て
い
る
。
地
方
に
と
っ
て
大

き
な
財
源
で
あ
り
、
安
易
な
減
税

が
な
い
よ
う
お
願
い
し
た
い
。
東

日
本
大
震
災
、
熊
本
震
災
の
復
旧

・
復
興
の
た
め
、
引
き
続
き
万
全

な
財
政
措
置
を
お
願
い
し
た
い
」

な
ど
の
発
言
を
し
た
。

そ
の
後
、
野
田
大
臣
か
ら
▽
一

般
財
源
総
額
の
安
定
的
確
保
▽
地

域
経
済
再
生
へ
の
取
り
組
み
▽
地

方
行
財
政
改
革
の
推
進
―
な
ど
に

つ
い
て
説
明
が
あ
っ
た
。

意
見
交
換
で
は
、
山
田
会
長
か

ら
「
放
送
法
に
つ
い
て
騒
が
れ
て

い
る
が
、
公
共
性
な
ど
日
本
の
伝

統
的
な
放
送
の
あ
り
方
を
堅
持
さ

れ
た
い
。
ま
た
、
ロ
ー
カ
ル
局
が

存
続
す
る
よ
う
配
慮
さ
れ
た
い
」

旨
の
発
言
を
し
た
。

な
お
、
会
合
に
は
、
奥
野
信
亮

・
総
務
副
大
臣
、
坂
井
学
・
同
、

小
倉
將
信
・
総
務
大
臣
政
務
官
、

山
田
修
路
・
同
が
出
席
し
て
い
る
。

本
紙
で
は
、
2
0
4
6
号
か
ら
順
次
、
29
年
度
の
本
会
5
委
員
会
の

要
望
結
果
の
概
要
を
掲
載
し
て
い
る
。
今
号
は
、
社
会
文
教
委
員
会
、

産
業
経
済
委
員
会
に
つ
い
て
。

社
会
文
教
委
員
会

社
会
文
教
委
員
会
の
29
年
度
の

要
望
は
①
地
方
創
生
及
び
地
方
分

権
改
革
の
推
進
②
防
災
・
減
災
対

策
の
充
実
強
化
③
医
療
保
険
制
度

④
地
域
医
療
施
策
⑤
保
健
衛
生
施

策
等
⑥
介
護
保
険
制
度
⑦
少
子
化

対
策
等
⑧
雇
用
対
策
⑨
社
会
福
祉

施
策
⑩
環
境
保
全
施
策
⑪
文
教
施

策
―
に
つ
い
て
の
11
項
目
を
大
き

な
柱
と
し
た
（
要
望
書
は
、
本
会

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
「
全
国
市
議
会
議

長
会
メ
ニ
ュ
ー
」
↓
「
要
望
・
決

議
等
」
↓
「
社
会
文
教
委
員
会
」

に
掲
載
）
。

要
望
項
目
が
多
数
あ
る
た
め
、

第
93
回
定
期
総
会
（
29
年
5
月
24

日
開
催
）
、
第
1
0
3
回
評
議
員

会
（
29
年
11
月
8
日
開
催
）
で
付

託
さ
れ
た
部
会
提
出
決
議
に
関
す

る
要
望
項
目
に
対
す
る
結
果
を
中

心
に
掲
載
す
る
（
部
会
提
出
決
議

は
、
本
会
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
「
要
望

・
決
議
等
」
↓
「
全
国
市
議
会
議

長
会
」
↓
「
平
成
29
年
度
」
に
掲

載
）
。

2299
年年
度度
各各
委委
員員
会会
要要
望望
結結
果果
のの
概概
要要

▽
五
所
川
原
市
（
青
森
県
）

〒
0
3
7
―
8
6
8
6

青
森
県

五
所
川
原
市
字
布
屋
町
41
―
1

電
話
番
号
、
フ
ァ
ク
ス
番
号
は
変

更
な
し

▽
奥
州
市
（
岩
手
県
）

〒
0
2
3
―
8
5
0
1

岩
手
県

奥
州
市
水
沢
大
手
町
1
―
1

電
話
番
号
、
フ
ァ
ク
ス
番
号
は
変

更
な
し

【
2
面
へ
続
く
】

第2047·8号5月15日平成30年
（２０１8年）

5月15日現在の市区数
指定都市 20市
中核市 54市
施行時特例市 31市
一般市 686市
特別区 23区
計 814

会合の模様

山田会長

一
般
財
源
総
額

自
動
車
関
係
税
制
な
ど
発
言

総
務
大
臣
・
地
方
六
団
体
会
合
で

挨
拶
す
る
山
田
会
長

新新
庁庁
舎舎
落落
成成

〒102-0093
東京都千代田区平河町2-4-2
代表 TEL 03（3262）5234
旬報 TEL 03（3262）2309
発行人 滝本 純生

挨
拶
す
る
野
田
大
臣

（1） 平成30年5月15日 第2047・8号



計1554人増（臨時定員
1010人、恒久定員544

人※新設による増員を除
く）

S60-H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

8260-
　7625 7793

8486 8846 8923 8991 9041 9069 9134
9262

9420 9419
316
名

再度の定員増以外
の定員増12名

臨時定員
317

再度の
定員増
304

定員増
開始

【
1
面
か
ら
続
く
】

1

地
方
創
生
及
び
地
方
分
権
改

革
の
推
進

5
委
員
会
共
通
の
要
望
事
項
。

地
方
行
政
委
員
会
「
1
」
・
「
2
」

（
2
0
4
6
号
1
面
）
、
地
方
財

政
委
員
会
「
3
」
（
2
0
4
6
号

4
面
）
を
参
照
。

2

防
災
・
減
災
対
策
の
充
実
強

化5
委
員
会
共
通
の
要
望
事
項
。

地
方
行
政
委
員
会
「
6
」
（
2
0

4
6
号
2
面
）
を
参
照
。

3

医
療
保
険
制
度

国
民
健
康
保
険
制
度
に
つ
い
て
、

評
議
員
会
の
四
国
部
会
提
出
議
案

「
国
民
健
康
保
険
制
度
の
改
革
に

伴
う
財
政
支
援
に
つ
い
て
」
の
要

望
内
容
に
も
あ
っ
た
①
都
道
府
県

が
財
政
運
営
の
責
任
主
体
と
な
る

こ
と
に
伴
う
被
保
険
者
負
担
増
加

に
対
す
る
激
変
緩
和
措
置
②
国
庫

負
担
割
合
の
引
き
上
げ
―
な
ど
を

要
望
し
た
。

①
に
つ
い
て
。
国
民
健
康
保
険

制
度
の
都
道
府
県
単
位
化
と
併
せ

て
実
施
さ
れ
る
財
政
調
整
機
能
の

強
化
や
保
険
者
努
力
支
援
制
度
の

実
施
な
ど
の
た
め
に
1
5
2
7
億

円
が
計
上
さ
れ
て
い
る
。
都
道
府

県
に
設
置
さ
れ
て
い
る
財
政
安
定

化
基
金
の
特
例
基
金
に
、
29
年
度

に
積
み
立
て
た
5
0
0
億
円
の
う

ち
1
7
0
億
円
と
併
せ
て
約
1
7

0
0
億
円
が
確
保
さ
れ
て
い
る
。

②
に
つ
い
て
。
国
庫
負
担
割
合

の
引
き
上
げ
は
行
わ
れ
な
い
。

4

地
域
医
療
施
策

医
師
不
足
・
偏
在
対
策
等
に
つ

い
て
、
評
議
員
会
の
東
海
部
会
提

出
議
案
「
地
域
医
療
提
供
体
制
の

整
備
促
進
に
つ
い
て
」
の
要
望
内

容
に
も
あ
っ
た
①
効
果
的
な
地
域

別
・
診
療
科
目
別
の
偏
在
対
策
。

医
学
部
入
学
定
員
の
引
き
続
き
の

増
員
②
新
し
い
専
門
医
制
度
運
用

に
つ
い
て
偏
在
が
さ
ら
に
進
ま
な

い
よ
う
な
慎
重
な
対
応
③
中
小
病

院
で
の
総
合
診
療
医
の
育
成
・
定

着
の
仕
組
み
構
築
④
臨
床
研
修
医

の
地
域
へ
の
適
正
配
置
、
充
実
し

た
臨
床
研
修
体
制
の
整
備
促
進
⑤

地
域
医
療
介
護
総
合
確
保
基
金
の

財
政
措
置
、
実
効
性
あ
る
見
直
し

―
な
ど
を
要
望
し
た
。

①
に
つ
い
て
。
29
年
度
で
終
了

す
る
臨
時
定
員
（
3
1
7
人
）
に

つ
い
て
、
31
年
度
ま
で
、
地
域
枠

と
し
て
再
度
定
員
増
を
可
能
と
し

た
。
定
員
は
29
年
度
か
ら
1
人
減

の
9
4
1
9
人
と
な
り
、
抑
制
さ

れ
て
い
た
19
年
度
か
ら
1
7
9
4

人
の
増
と
な
る
（
グ
ラ
フ
参
照
）
。

②
に
つ
い
て
。
新
た
な
専
門
医

の
体
制
構
築
支
援
事
業
に
2
億
19

万
円
が
、
新
た
な
専
門
医
の
仕
組

み
に
係
る
地
域
協
議
会

開
催
経
費
と
し
て
6
2

6
5
万
円
が
計
上
さ
れ
、

専
門
医
に
関
す
る
デ
ー

タ
ベ
ー
ス
作
成
、
地
域

医
療
に
配
慮
し
た
研
修

体
制
の
構
築
な
ど
を
協

議
す
る
地
域
協
議
会
の

開
催
経
費
に
充
て
ら
れ

る
。③

に
つ
い
て
。
新
た

な
専
門
医
の
仕
組
み
導

入
に
伴
う
医
師
偏
在
の

拡
大
を
防
止
す
る
た
め
、

研
修
プ
ロ
グ
ラ
ム
に
つ

い
て
協
議
す
る
都
道
府

県
協
議
会
の
経
費
を
増

額
す
る
と
と
も
に
、
地

域
医
療
支
援
セ
ン
タ
ー

の
キ
ャ
リ
ア
支
援
プ
ロ

グ
ラ
ム
に
基
づ
い
た
専

門
医
研
修
の
実
施
に
あ

た
り
、
指
導
医
を
派
遣

し
た
場
合
や
、
各
都
道

府
県
に
よ
る
調
整
の
下

で
、
医
師
不
足
地
域
の

医
療
機
関
へ
指
導
医
の
派
遣
等
を

行
う
場
合
に
、
必
要
な
経
費
が
補

助
さ
れ
る
。

④
に
つ
い
て
。
地
域
医
療
確
保

の
対
策
の
推
進
に
お
い
て
、
臨
床

研
修
費
等
補
助
金
に
1
0
1
億
7

8
0
0
万
円
が
確
保
さ
れ
、
臨
床

研
修
経
費
の
増
額
な
ど
事
業
の
充

実
が
図
ら
れ
る
。

⑤
に
つ
い
て
。
地
域
医
療
介
護

総
合
確
保
基
金
（
医
療
分
）
が
公

費
で
9
3
3
億
6
6
0
0
万
円
確

保
さ
れ
た
。

団
塊
の
世
代
が
75
歳
以
上
と
な

り
、
医
療
・
介
護
な
ど
の
需
要
の

急
増
が
予
想
さ
れ
る
2
0
2
5
年
、

2
0
3
5
年
を
見
据
え
た
課
題
解

決
が
推
進
さ
れ
る
。

5

保
健
衛
生
施
策
等

今
後
発
生
の
恐
れ
が
あ
る
新
た

な
感
染
症
の
発
生
予
防
、
ま
ん
延

防
止
、
医
療
体
制
の
整
備
な
ど
を

求
め
た
。

29
年
度
比
1
7
8
億
円
増
（
1

1
0
・
6
％
増
）
の
3
3
9
億
円

が
計
上
さ
れ
、
新
型
イ
ン
フ
ル
エ

ン
ザ
等
の
感
染
症
対
策
の
強
化
な

ど
が
推
進
さ
れ
る
。

6

介
護
保
険
制
度

①
介
護
報
酬
改
定
に
当
た
っ
て

の
適
正
な
評
価
・
設
定
②
介
護
従

事
者
の
資
格
取
得
費
用
の
貸
与
・

一
定
額
の
補
助
制
度
の
早
期
の
創

設
③
研
修
制
度
の
充
実
④
働
き
や

す
い
環
境
・
離
職
し
な
い
体
制
づ

く
り
―
な
ど
を
要
望
し
た
。

①
に
つ
い
て
。
改
定
率
は
0
・

54
％
増
と
な
り
、
質
の
高
い
介
護

サ
ー
ビ
ス
の
実
現
、
多
様
な
人
材

の
確
保
な
ど
質
が
高
く
効
率
的
な

介
護
提
供
体
制
の
整
備
推
進
が
図

ら
れ
る
。

②
〜
④
に
つ
い
て
。
30
年
度
も

引
き
続
き
、
地
域
医
療
介
護
総
合

確
保
基
金
90
億
円
（
�
27
〜
29
年

度
と
同
額:

国
60
億
円
、
都
道
府

県
30
億
円
）
を
活
用
し
、
▽
参
入

促
進
（
介
護
福
祉
士
養
成
課
程
に

係
る
介
護
実
習
支
援
事
業
な
ど
）

▽
資
質
の
向
上
（
キ
ャ
リ
ア
ア
ッ

プ
研
修
支
援
な
ど
）
▽
労
働
環
境

・
処
遇
の
改
善
（
新
人
介
護
職
員

に
対
す
る
エ
ル
ダ
ー
・
メ
ン
タ
ー

制
度
導
入
支
援
事
業
、
勤
務
環
境

改
善
支
援
な
ど
）
―
の
観
点
か
ら
、

介
護
従
事
者
の
確
保
対
策
が
推
進

さ
れ
る
。
④
に
つ
い
て
。
29
年
12

月
1
日
の
「
平
成
29
年
第
16
回
経

済
財
政
諮
問
会
議
」
に
お
い
て
、

働
き
や
す
い
環
境
の
整
備
と
し
て

▽
介
護
ロ
ボ
ッ
ト
の
活
用
推
進
加

速
化
▽
Ｉ
Ｃ
Ｔ
活
用
推
進
の
加
速

化
▽
施
設
開
設
時
の
人
材
募
集
・

研
修
の
支
援
充
実
―
な
ど
に
よ
り
、

離
職
防
止
・
定
着
促
進
を
図
る
と

し
て
い
る
。

7

少
子
化
対
策
等

総
会
の
近
畿
部
会
提
出
議
案

「
子
ど
も
・
子
育
て
支
援
に
向
け

た
施
策
の
充
実
強
化
に
つ
い
て
」
、

九
州
部
会
提
出
議
案
「
待
機
児
童

解
消
の
た
め
の
取
り
組
み
に
つ
い

て
」
、
関
東
部
会
提
出
議
案
「
市

町
村
の
要
保
護
児
童
対
策
と
し
て

な
さ
れ
る
専
門
職
配
置
に
つ
い
て

の
交
付
税
措
置
に
つ
い
て
」
、
評

議
員
会
の
東
北
部
会
提
出
議
案

「
認
可
外
保
育
施
設
へ
の
公
的
支

援
拡
充
に
つ
い
て
」
の
要
望
内
容

【
3
面
へ
続
く
】

※H30の入学定員は各大学の平成30年度増員計画に基づく数。
※平成30年度医学部入学定員増についてから抜粋

グラフ 医学部入学定員の推移
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平成30年度 平成31年度（案）平成29年度

利用者負担額

認可化移行
運営費支援事業

利用者負担額

認可化移行
運営費支援事業 認可化移行

運営費支援事業
＋

利用者負担額

協議会設置加算 協議会設置加算

●公定価格（基本分＋所
長設置加算の2/3相当
額に基準額を引上げ
●定員区分に応じて単価
を設定
※減収対策として経過
措置を設定

●都道府県協議会を設
置・参加している自治
体について加算
　（基準額の５％）を創設

●補助基準額及び利用者
負担の水準について更
に検討

※利用者負担の水準につ
いて、幼児教育無償化
の議論をふまえ設定

に
も
あ
っ
た
①
認
定
こ
ど
も
園
へ

の
移
行
に
際
し
て
の
施
設
整
備
費

や
運
営
費
の
措
置
②
保
育
士
の
処

遇
改
善
・
確
保
対
策
、
育
児
休
業

期
間
の
拡
大
な
ど
待
機
児
童
解
消

対
策
の
推
進
③
保
育
所
・
児
童
館

・
放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ
へ
の
十
分

な
財
政
措
置
。
民
間
保
育
所
の
保

育
士
等
の
処
遇
改
善
の
た
め
の
補

助
事
業
の
創
設
④
要
保
護
児
童
対

策
地
域
協
議
会
の
調
整
機
関
に
配

置
す
る
有
資
格
者
の
確
保
な
ど
の

た
め
の
財
政
措
置
⑤
児
童
養
護
施

設
等
の
「
社
会
的
養
護
の
課
題
と

将
来
像
」
に
掲
げ
ら
れ
た
職
員
配

置
基
準
の
引
き
上
げ
以
外
の
項
目

の
実
現
、
職
員
配
置
基
準
に
係
る

「
児
童
福
祉
施
設
の
設
備
及
び
運

営
に
関
す
る
基
準
」
（
厚
生
労
働

省
）
改
正
の
際
の
経
過
措
置
⑥
認

可
外
保
育
施
設
に
対
す
る
認
可
保

育
所
・
地
域
型
事
業
施
設
へ
の
移

行
支
援
の
強
化
。
認
可
外
保
育
施

設
の
国
の
多
子
世
帯
な
ど
の
保
育

料
等
軽
減
制
度
へ
の
対
象
化
―
な

ど
を
要
望
し
た
。

①
に
つ
い
て
。
認
定
こ
ど
も
園

施
設
整
備
交
付
金
に
22
億
4
8
0

0
万
円
が
計
上
さ
れ
、
認
定
こ
ど

も
園
へ
の
移
行
に
係
る
施
設
整
備

・
園
舎
の
耐
震
化
・
防
犯
対
策
に

要
す
る
経
費
の
一
部
が
補
助
さ
れ

る
（
国
�
2
分
の
1
、
市
町
村
�

4
分
の
1
、事
業
者
�
4
分
の
1
）。

ま
た
、
29
年
度
補
正
予
算
に
1
6

5
億
3
7
0
0
万
円
が
計
上
さ
れ

て
い
る
。

②
に
つ
い
て
。
子
育
て
安
心
プ

ラ
ン
に
基
づ
く
約
32
万
人
分
の
保

育
の
受
け
皿
整
備
に
伴
う
、
保
育

人
材
約
7
万
7
0
0
0
人
確
保
の

た
め
、
保
育
人
材
確
保
の
た
め
の

総
合
的
な
対
策
に
1
1
7
億
4
3

0
0
万
円
が
計
上
さ
れ
て
い
る
。

育
児
休
業
は
、
1
歳
到
達
日
に
お

い
て
一
定
の
事
情
が
あ
る
場
合
に

申
請
す
れ
ば
、
1
歳
到
達
日
の
翌

日
か
ら
1
歳
6
か
月
に
達
す
る
日

ま
で
延
長
す
る
こ
と
が
で
き
た
が
、

1
歳
6
か
月
到
達
時
点
で
一
定
の

事
情
が
あ
る
場
合
に
も
再
度
申
請

す
る
こ
と
に
よ
り
、
2
歳
到
達
日

ま
で
延
長
で
き
る
こ
と
と
さ
れ
た
。

③
に
つ
い
て
。
内
閣
府
の
子
ど

も
・
子
育
て
支
援
整
備
交
付
金
1

6
8
億
円
の
内
数
で
29
年
度
比
6

億
4
0
0
0
万
円
増
（
4
・
7
％

増
）
の
1
4
3
億
9
0
0
0
万
円

が
計
上
さ
れ
て
い
る
。
28
・
29
年

度
と
同
様
に
施
設
整
備
費
の
国
庫

補
助
率
が
か
さ
上
げ
さ
れ
、
公
立

は
国
�
3
分
の
1
、
都
道
府
県
�

3
分
の
1
、
市
町
村
�
3
分
の
1

か
ら
国
�
3
分
の
2
、
都
道
府
県

�
6
分
の
1
、
市
町
村
�
6
分
の

1
と
な
る
。

④
に
つ
い
て
。
児
童
虐
待
発
生

時
の
迅
速
・
的
確
な
対
応
に
1
5

0
0
億
円
の
内
数
で
、
要
保
護
児

童
対
策
地
域
協
議
会
の
機
能
強
化

を
図
る
た
め
、
研
修
の
受
講
や
虐

待
対
応
強
化
支
援
員
な
ど
の
配
置

促
進
に
よ
る
要
保
護
児
童
対
策
調

整
機
関
や
構
成
員
の
専
門
性
強
化
、

関
係
機
関
間
の
連
携
強
化
な
ど
が

図
ら
れ
る
。

⑤
に
つ
い
て
。
30
年
5
月
8
日

現
在
、
実
現
に
至
っ
て
い
な
い
。

⑥
に
つ
い
て
。
認
可
化
移
行
運

営
費
支
援
事
業
が
公
費
で
98
億
4

0
0
0
万
円
確
保
さ
れ
、
将
来
的

な
認
可
化
（
�
公
定
価
格
に
よ
る

運
営
費
補
助
）
を
視
野
に
、
公
定

価
格
を
ベ
ー
ス
と
し
た
仕
組
み
と

し
、
段
階
的
に
公
定
価
格
ベ
ー
ス

（
基
本
分
単
価
＋
所
長
設
置
加
算
）

の
3
分
の
2
の
補
助
水
準
ま
で
引

き
上
げ
、
定
員
に
応
じ
て
補
助
額

が
逓
減
す
る
仕
組
み
が
導
入
（
収

入
が
減
少
す
る
施
設
は
経
過
措
置

を
設
定
）
さ
れ
る
。
ま
た
、
待
機

児
童
へ
の
支
援
策
強
化
の
た
め
、

保
育
の
受
け
皿
整
備
が
必
要
な
地

方
公
共
団
体
が
待
機
児
童
対
策
協

議
会
に
参
加
す
る
場
合
に
補
助
額

を
上
乗
せ
す
る
仕
組
み
が
導
入
さ

れ
る
（
図
参
照
）
。
ま
た
、
31
年

度
は
、
補
助
基
準
額
、
利
用
者
負

担
の
水
準
に
つ
い

て
幼
児
教
育
無
償

化
の
議
論
な
ど
を

踏
ま
え
さ
ら
に
検

討
す
る
と
さ
れ
た
。

8

雇
用
対
策

地
域
住
民
の
雇

用
の
場
の
確
保
、

能
力
開
発
・
再
就

職
支
援
対
策
な
ど

の
強
化
、
地
方
自

治
体
の
実
施
す
る

雇
用
安
定
・
創
出

に
対
す
る
支
援
の

充
実
な
ど
を
要
望

し
た
。

地
方
自
治
体
と

連
携
し
た
地
域
雇

用
対
策
の
推
進
に
、

29
年
度
比
8
億
円

減（
9
・
2
％
減
）

の
79
億
円
が
計
上

さ
れ
、
地
方
自
治

体
と
連
携
し
た
取

り
組
み
に
よ
り
、

地
域
特
性
を
活
か
し
た
雇
用
創
出

や
人
材
育
成
等
が
推
進
さ
れ
る
。

9

社
会
福
祉
施
策

評
議
員
会
の
近
畿
部
会
提
出
議

案「
福
祉
施
策
の
充
実
に
つ
い
て
」

か
ら
障
害
者
施
策
に
つ
い
て
、
障

害
者
総
合
支
援
法
に
お
け
る
自
立

支
援
給
付
の
う
ち
、
訪
問
系
サ
ー

ビ
ス
に
係
る
国
庫
負
担
基
準
の
撤

廃
を
要
望
し
た
。

27
年
度
障
害
福
祉
サ
ー
ビ
ス
等

報
酬
改
定
に
お
い
て
訪
問
系
サ
ー

ビ
ス
全
体
の
利
用
者
に
占
め
る
重

度
介
護
、
重
度
障
害
者
等
包
括
支

援
の
割
合
が
5
％
以
上
の
市
町
村

に
対
し
て
国
庫
負
担
基
準
総
額
の

5
％
か
さ
上
げ
が
行
わ
れ
た
が
、

支
給
決
定
者
が
少
な
い
小
規
模
市

町
村
に
重
度
障
害
者
の
割
合
が
大

き
く
な
る
と
、
超
過
負
担
が
生
じ

る
た
め
、
か
さ
上
げ
が
特
に
手
厚

く
な
る
よ
う
に
見
直
す
と
さ
れ
た
。

生
活
保
護
制
度
・
生
活
困
窮
者

自
立
支
援
制
度
に
つ
い
て
は
、
前

述
の
評
議
員
会
の
近
畿
部
会
提
出

議
案
か
ら
①
生
活
保
護
経
費
の
全

額
国
庫
負
担
②
生
活
保
護
制
度
に

優
先
す
る
雇
用
・
労
働
施
策
の
実

施
、
年
金
制
度
と
整
合
し
た
高
齢

者
層
の
生
活
保
護
制
度
の
新
設
、

最
低
賃
金
制
度
の
見
直
し
③
不
正

受
給
の
防
止
、
貧
困
ビ
ジ
ネ
ス
に

対
す
る
法
規
制
④
医
療
扶
助
の
適

正
化
⑤
各
種
生
活
支
援
サ
ー
ビ
ス

を
提
供
す
る
民
間
住
宅
に
居
住
す

る
高
齢
受
給
者
が
適
切
な
サ
ー
ビ

ス
を
受
け
ら
れ
る
よ
う
な
措
置
―

を
要
望
し
た
。

①
に
つ
い
て
。
国
庫
負
担
割
合

に
変
更
は
な
か
っ
た
。

②
に
つ
い
て
。
稼
働
能
力
を
有

す
る
被
保
護
者
の
就
労
支
援
に
つ

い
て
は
、
「
経
済
・
財
政
再
生
計

画
改
革
工
程
表
」
に
お
い
て
、
30

年
度
ま
で
に
▽
就
労
支
援
事
業
等

の
参
加
率
を
60
％
▽
参
加
者
の
う

ち
、
就
労
し
た
者
、
就
労
に
よ
る

収
入
が
増
加
し
た
者
の
割
合
を
50

【
2
面
か
ら
続
く
】

【
4
面
へ
続
く
】

※認可化移行運営費支援事業の拡充（イメージ）から抜粋

図 認可化移行運営費支援事業費の拡充イメージ（有資格者10割の場合）
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最低基準を満たす
無料低額宿泊所（社会福祉住居施設）

最低基準を満たす
無料低額宿泊所（社会福祉住居施設）

無料低額宿泊所等無料低額宿泊所等
①行政庁への届出
　事後⇒事前

③改善命令の
　創設

事業の制限・
停止命令

（社会福祉法）

②拘束力のないガイドライン
　⇒最低基準の創設

（社会福祉法）

（社会福祉法）

面積に応じた
住宅扶助費の
減額措置の強化

面積に応じた
住宅扶助費の
減額措置の強化

良質な宿泊所良質な宿泊所 劣悪な宿泊所劣悪な宿泊所

劣悪な宿泊所劣悪な宿泊所

調査

最低基準違反最低基準違反

【
3
面
か
ら
続
く
】

％
▽
そ
の
他
の
世
帯
の
就
労
率
を

45
％
―
と
す
る
こ
と
が
Ｋ
Ｐ
Ｉ

（
成
果
目
標
）
と
し
て
定
め
ら
れ

て
お
り
、
目
標
達
成
な
ど
に
向
け

て
、
29
年
度
比
32
億
円
増
（
8
・

0
％
増
）
の
4
3
2
億
円
が
計
上

さ
れ
て
い
る
。
高
齢
者
層
の
年
金

制
度
と
整
合
し
た
社
会
保
障
制
度

や
生
活
保
護
制
度
の
新
設
を
求
め

て
い
た
が
国
の
動
き
は
特
段
な
い
。

③
に
つ
い
て
。
現
物
給
付
へ
の

転
換
な
ど
は
行
わ
れ
て
い
な
い
。

貧
困
ビ
ジ
ネ
ス
に
つ
い
て
は
最
低

基
準
を
設
定
し
、
自
治
体
へ
の
事

後
届
け
出
を
事
前
届
け
出
に
改
め

る
な
ど
規
制
強
化
の
た
め
の
社
会

福
祉
法
改
正
案
が
今
国
会
に
提
出

さ
れ
て
い
る
（
図
参
照
）
。

④
に
つ
い
て
。
医
療
扶
助
の
適

正
実
施
の
強
化
に
49
億
円
が
計
上

さ
れ
、
後
発
医
薬
品
を
原
則
化
す

る
と
と
も
に
、
レ
セ
プ
ト
を
活
用

し
た
医
療
扶
助
の
適
正
化
の
強
化

に
取
り
組
む
地
方
自
治
体
に
対
し

て
支
援
が
行
わ
れ
る
。
ま
た
、
福

祉
事
務
所
の
指
導
員
に
よ
る
同
行

受
診
の
導
入
に
向
け
た
モ
デ
ル
事

業
の
実
施
や
頻
回
受
診
指
導
を
行

う
医
師
の
委
嘱
促
進
な
ど
を
行
い
、

医
療
扶
助
の
適
正
化
が
さ
ら
に
推

進
さ
れ
る
。

⑤
に
つ
い
て
。
居
住
支
援
の
推

進
に
2
億
円
が
計
上
さ
れ
、
シ
ェ

ル
タ
ー
等
利
用
者
に
対
す
る
居
住

・
見
守
り
支
援
、
社
会
的
孤
立
状

態
に
あ
る
生
活
困
窮
者
へ
の
一
定

期
間
の
居
宅
訪
問
等
に
よ
る
見
守

り
・
生
活
支
援
な
ど
の
居
住
支
援

が
推
進
さ
れ
る
。

医
療
的
ケ
ア
児
支
援
に
つ
い
て

は
、
評
議
員
会
の
関
東
部
会
提
出

議
案
「
医
療

的
ケ
ア
児
支

援
に
関
す
る

要
望
」
と
同

様
の
①
医
療

・
福
祉
の
連

携
体
制
の
構

築
、
保
育
・

学
校
現
場
な

ど
で
の
積
極

的
な
情
報
提

供
②
受
け
入

れ
に
対
す
る

財
政
支
援
③

支
援
の
た
め

の
人
材
確
保

や
人
材
育
成

の
た
め
の
財

政
措
置
④
受

け
入
れ
可
能

な
児
童
発
達

支
援
事
業
や

放
課
後
デ
イ

サ
ー
ビ
ス
等

の
サ
ー
ビ
ス
提
供
事
業
所
の
増
加

な
ど
に
係
る
財
政
支
援
の
拡
充
⑤

居
宅
訪
問
型
の
一
時
保
育
制
度
や

保
護
者
に
代
わ
り
居
宅
で
宿
泊
を

伴
う
ケ
ア
が
可
能
と
な
る
よ
う
な

制
度
創
設
な
ど
支
援
策
拡
充
に
向

け
た
施
策
や
制
度
改
正
の
早
期
検

討
・
実
施
―
を
要
望
し
た
。

①
・
⑤
に
つ
い
て
。
地
域
生
活

支
援
事
業
費
等
補
助
金
4
9
3
億

円
の
内
数
で
、
医
療
型
短
期
入
所

事
業
の
対
象
で
あ
る
重
症
心
身
障

害
児
者
等
が
身
近
な
地
域
で
短
期

入
所
を
利
用
で
き
る
よ
う
、
医
療

機
関
や
介
護
老
人
保
健
施
設
に
よ

る
医
療
型
短
期
入
所
事
業
所
の
開

設
を
支
援
し
、
在
宅
で
安
心
し
た

生
活
を
送
れ
る
よ
う
支
援
の
充
実

が
図
ら
れ
る
。

②
・
③
に
つ
い
て
。
医
療
的
ケ

ア
児
支
援
促
進
モ
デ
ル
事
業
に
1

8
8
9
万
円
が
計
上
さ
れ
、
受
け

入
れ
促
進
の
た
め
、
医
療
的
ケ
ア

児
の
支
援
経
験
が
な
い
障
害
児
通

所
支
援
事
業
所
等
の
職
員
の
人
材

育
成
な
ど
が
行
わ
れ
る
。
な
お
、

②
に
つ
い
て
は
、
現
行
の
医
療
連

携
体
制
加
算
を
見
直
し
、
外
部
の

看
護
職
員
が
事
業
所
を
訪
問
し
て

障
害
児
に
長
時
間
の
支
援
を
行
っ

た
場
合
な
ど
に
つ
い
て
、
新
た
に

評
価
す
る
と
さ
れ
た
。

④
に
つ
い
て
。
一
定
の
基
準
を

満
た
す
医
療
的
ケ
ア
児
を
受
け
入

れ
る
た
め
に
看
護
職
員
を
加
配
し

て
い
る
場
合
に
、
新
た
な
加
算
と

し
て
評
価
す
る
と
さ
れ
た
。

評
議
員
会
の
中
国
部
会
提
出
議

案
「
民
生
委
員
・
児
童
委
員
の
活

動
環
境
の
整
備
に
つ
い
て
」
の
要

望
内
容
に
も
あ
っ
た
▽
な
り
手
不

足
対
策
と
し
て
の
企
業
な
ど
へ
の

働
き
か
け
▽
地
域
支
援
者
間
の
個

人
情
報
共
有
に
係
る
ガ
イ
ド
ラ
イ

ン
構
築
▽
民
生
委
員
活
動
費
な
ど

の
見
直
し
―
を
要
望
し
た
が
、
30

年
5
月
8
日
現
在
、
実
現
に
至
っ

て
い
な
い
。

10

環
境
保
全
施
策

①
森
林
環
境
税
（
仮
称
）
の
具

体
的
制
度
設
計
の
実
施
。
税
収
全

額
の
地
方
税
財
源
化
②
廃
棄
物
処

理
・
リ
サ
イ
ク
ル
施
設
整
備
に
対

す
る
財
政
措
置
拡
充
―
な
ど
を
要

望
し
た
。

①
に
つ
い
て
。
地
方
財
政
委
員

会
「
1
④
」
（
2
0
4
6
号
3
面
）

参
照
。

②
に
つ
い
て
。
30
年
度
環
境
省

予
算
に
お
い
て
、
一
般
廃
棄
物
処

理
施
設
の
整
備
（
循
環
型
社
会
形

成
推
進
交
付
金
）
に
29
年
度
比
40

億
1
5
0
0
万
円
増
（
7
・
8
％

増
）
の
5
5
2
億
5
5
0
0
万
円

が
計
上
さ
れ
、
市
町
村
な
ど
が
行

う
地
域
の
生
活
基
盤
を
支
え
る
た

め
の
社
会
イ
ン
フ
ラ
で
あ
る
廃
棄

物
処
理
施
設
の
整
備
が
支
援
さ
れ

る
。
ま
た
、
29
年
度
補
正
予
算
に

4
5
2
億
9
0
0
0
万
円
が
計
上

さ
れ
て
い
る
。

11

文
教
施
策

総
会
の
四
国
部
会
提
出
議
案

「
東
京
オ
リ
ン
ピ
ッ
ク
・
パ
ラ
リ

ン
ピ
ッ
ク
を
活
用
し
た
地
方
の
魅

力
発
信
と
活
力
創
出
に
つ
い
て
」
、

東
海
部
会
提
出
議
案
「
学
校
施
設

環
境
改
善
交
付
金
の
拡
充
に
つ
い

て
」
、
評
議
員
会
の
北
信
越
部
会

提
出
議
案
「
学
校
施
設
環
境
改
善

交
付
金
制
度
の
拡
充
に
つ
い
て
」

か
ら
①
学
校
施
設
環
境
改
善
交
付

金
対
象
事
業
の
財
政
措
置
。
交
付

基
準
の
緩
和
、
対
象
事
業
費
・
施

設
の
拡
大
②
東
京
オ
リ
ン
ピ
ッ
ク

を
活
用
し
た
地
方
の
魅
力
発
信
、

活
力
創
出
の
た
め
の
全
国
各
地
の

総
合
文
化
祭
の
文
化
プ
ロ
グ
ラ
ム

へ
の
位
置
付
け
―
な
ど
を
要
望
し

た
。①

に
つ
い
て
。
公
立
学
校
施
設

の
教
育
環
境
の
改
善
等
の
推
進
に

29
年
度
比
8
億
1
9
0
0
万
円
減

（
1
・
2
％
減
）
の
6
8
1
億
9

4
0
0
万
円
が
計
上
さ
れ
、
老
朽

化
対
策
、
耐
震
化
、
防
災
機
能
強

化
な
ど
が
推
進
さ
れ
る
。
ま
た
、

29
年
度
補
正
予
算
に
6
6
1
億
8

7
0
0
万
円
が
計
上
さ
れ
て
い
る
。

②
に
つ
い
て
。
30
年
度
文
化
庁

予
算
に
2
0
2
0
年
以
降
へ
の
レ

ガ
シ
ー
創
出
に
特
に
資
す
る
文
化

プ
ロ
グ
ラ
ム
関
係
経
費
に
60
億
6

0
0
0
万
円
が
計
上
さ
れ
、
芸
術

祭
な
ど
を
中
核
と
し
た
国
際
的
な

発
信
力
を
強
化
し
た
、
大
規
模
か

つ
持
続
的
な
文
化
芸
術
発
信
拠
点

形
成
な
ど
が
支
援
さ
れ
る
。

※生活困窮者等の自立を促進するための生活困窮者自立支援法等の一部を改正する法律案の概要から抜粋

図 貧困ビジネス規制の強化イメージ
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産
業
経
済
委
員
会

産
業
経
済
委
員
会
の
29
年
度
の

要
望
は
①
地
方
創
生
及
び
地
方
分

権
改
革
の
推
進
②
防
災
・
減
災
対

策
の
充
実
強
化
③
地
域
経
済
対
策

の
推
進
④
農
業
振
興
対
策
⑤
林
業

振
興
対
策
⑥
水
産
業
振
興
対
策
⑦

農
林
水
産
業
共
通
対
策
⑧
食
の
安

全
及
び
消
費
者
の
信
頼
確
保
対
策

⑨
中
小
企
業
振
興
対
策
等
⑩
資
源

・
エ
ネ
ル
ギ
ー
対
策
―
に
つ
い
て

の
10
項
目
を
大
き
な
柱
と
し
た

（
要
望
書
は
本
会
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ

「
全
国
市
議
会
議
長
会
メ
ニ
ュ
ー
」

↓
「
要
望
・
決
議
等
」
↓
「
産
業

経
済
委
員
会
」
に
掲
載
）
。

要
望
項
目
が
多
数
あ
る
た
め
、

第
93
回
定
期
総
会
、
第
1
0
3
回

評
議
員
会
で
付
託
さ
れ
た
部
会
提

出
決
議
に
関
す
る
要
望
項
目
に
対

す
る
結
果
を
中
心
に
掲
載
す
る

（
部
会
提
出
決
議
は
本
会
ホ
ー
ム

ペ
ー
ジ
「
要
望
・
決
議
等
」
↓
「
全

国
市
議
会
議
長
会
」
↓
「
平
成
29

年
度
」
に
掲
載
）
。

1

地
方
創
生
及
び
地
方
分
権
改

革
の
推
進

5
委
員
会
共
通
の
要
望
事
項
。

地
方
行
政
委
員
会
「
1
」
・
「
2
」

（
2
0
4
6
号
1
面
）
、
地
方
財

政
委
員
会
「
3
」
（
2
0
4
6
号

4
面
）
を
参
照
。

2

防
災
・
減
災
対
策
の
充
実
強

化5
委
員
会
共
通
の
要
望
事
項
。

地
方
行
政
委
員
会
「
6
」
（
2
0

4
6
号
2
面
）
を
参
照
。

3

地
域
経
済
対
策
の
推
進

①
国
と
地
方
が
一
体
と
な
っ
た

地
域
経
済
対
策
の
推
進
②
大
胆
な

産
業
政
策
の
推
進
③
地
方
拠
点
強

化
税
制
の
継
続
・
拡
充
等
④
軽
油

引
取
税
の
課
税
免
除
制
度
の
継
続

―
に
つ
い
て
要
望
し
た
。

①
・
②
に
つ
い
て
。
地
方
創
生

関
連
予
算
に
お
け
る
、
ま
ち
・
ひ

と
・
し
ご
と
創
生
事
業
費
に
29
年

度
と
同
額
の
1
兆
円
が
計
上
さ
れ
、

地
方
公
共
団
体
の
自
主
的
、
主
体

的
な
地
方
創
生
の
取
り
組
み
が
支

援
さ
れ
る
と
と
も
に
、
総
合
戦
略

を
踏
ま
え
た
個
別
施
策
に
29
年
度

比
2
4
1
億
円
増（
3
・
7
％
増
）

の
6
7
7
7
億
円
が
計
上
さ
れ
、

▽
「
地
方
に
し
ご
と
を
つ
く
り
、

▽
安
心
し
て
働
け
る
よ
う
に
す

る
」
▽
「
時
代
に
合
っ
た
地
域
を

つ
く
り
、
安
心
な
く
ら
し
を
守
る

と
と
も
に
、
地
域
と
地
域
を
連
携

す
る
」
―
こ
と
な
ど
が
推
進
さ
れ

る
。③

に
つ
い
て
。
地
方
に
お
け
る

企
業
拠
点
の
強
化
を
促
進
す
る
特

例
措
置
が
2
年
間
延
長
さ
れ
る
と

と
も
に
、
対
象
事
業
所
の
従
業
員

数
や
法
人
雇
用
増
加
率
に
係
る
割

合
の
引
き
下
げ
な
ど
の
要
件
緩
和
、

本
社
機
能
以
外
の
研
究
開
発
施
設

等
も
加
え
る
対
象
の
拡
充
な
ど
が

図
ら
れ
て
い
る
。

④
に
つ
い
て
。
総
会
の
東
海
部

会
提
出
議
案
「
軽
油
引
取
税
の
課

税
免
除
制
度
の
継
続
を
求
め
る
要

望
に
つ
い
て
」
に
あ
る
、
軽
油
引

取
税
課
税
免
除
の
特
例
措
置
が
、

燃
料
の
代
替
が
可
能
な
も
の
な
ど

を
縮
減
・
廃
止
し
た
上
で
、
3
年

間
延
長
さ
れ
る
。

4

農
業
振
興
対
策

①
農
業
農
村
整
備
事
業
予
算
の

安
定
的
確
保
②
経
営
所
得
安
定
対

策
③
農
村
地
域
防
災
減
災
事
業
の

推
進
④
農
業
の
持
続
的
な
発
展
⑤

食
料
自
給
率
向
上
、
国
産
農
産
物

の
消
費
拡
大
⑥
畜
産
振
興
策
の
強

化
―
に
つ
い
て
要
望
し
た
。

①
に
つ
い
て
。
総
会
の
北
信
越

部
会
提
出
議
案
「
国
の
農
業
農
村

整
備
事
業
の
予
算
確
保
と
中
山
間

地
域
等
直
接
支
払
制
度
及
び
多
面

的
機
能
支
払
交
付
金
の
予
算
拡
充

に
つ
い
て
」
で
要
望
さ
れ
た
農
業

農
村
整
備
事
業
に
29
年
度
比
1
2

6
億
5
0
0
0
万
円
増
（
4
・
1

％
増
）
の
3
2
1
0
億
5
4
0
0

万
円
が
計
上
さ
れ
、
担
い
手
が
活

躍
す
る
強
い
農
業
基
盤
づ
く
り
、

老
朽
化
し
た
農
業
水
利
施
設
の
長

寿
命
化
、
安
全
・
安
心
の
た
め
の

農
村
地
域
の
防
災
・
減
災
な
ど
が

推
進
さ
れ
る
（
図
参
照
）
。

②
に
つ
い
て
。
経
営
所
得
安
定

対
策
に
29
年
度
比
1
1
5
億
9
2

0
0
万
円
増
（
4
・
2
％
増
）
の

2
8
9
4
億
2
3
0
0
万
円
が
計

上
さ
れ
、
米
・
麦
・
大
豆
等
の
土

【
6
面
へ
続
く
】

※平成30年度農林水産予算の概要から抜粋

図 農業農村整備事業
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【
5
面
か
ら
続
く
】

地
利
用
型
農
業
の
経
営
安
定
を
図

る
た
め
、
畑
作
物
の
直
接
支
払
交

付
金
、
収
入
減
少
影
響
緩
和
対
策

な
ど
が
実
施
さ
れ
る
。

③
に
つ
い
て
。
農
業
農
村
整
備

事
業
の
う
ち
農
村
地
域
防
災
減
災

事
業
に
29
年
度
と
同
額
の
5
0
8

億
2
7
0
0
万
円
が
計
上
さ
れ
、

集
中
豪
雨
な
ど
に
よ
る
災
害
の
防

止
、
農
村
地
域
の
防
災
力
向
上
の

た
め
の
総
合
的
な
防
災
・
減
災
対

策
が
実
施
さ
れ
る
。

④
に
つ
い
て
。
中
山
間
地
域
等

直
接
支
払
制
度
に
29
年
度
比
4
0

0
0
万
円
増
（
0
・
2
％
増
）
の

2
6
3
億
4
0
0
0
万
円
が
計
上

さ
れ
、
農
業
生
産
条
件
の
不
利
な

中
山
間
地
域
等
の
農
業
生
産
を
維

持
す
る
た
め
の
活
動
が
支
援
さ
れ

る
。
ま
た
、
多
面
的
機
能
支
払
交

付
金
に
29
年
度
比
1
5
0
0
万
円

増
（
0
・
3
％
増
）
の
4
8
4
億

1
0
0
万
円
が
計
上
さ
れ
、
老
朽

化
し
た
農
業
用
施
設
の
機
能
回
復

や
農
山
村
の
振
興
・
活
性
化
支
援

の
ほ
か
、
農
業
人
材
力
強
化
総
合

支
援
事
業
に
29
年
度
比
30
億
2
1

0
0
万
円
増
（
14
・
9
％
増
）
の

2
3
2
億
6
5
0
0
万
円
が
計
上

さ
れ
、
次
世
代
を
担
う
農
業
者
へ

の
総
合
支
援
、
荒
廃
農
地
等
利
活

用
促
進
交
付
金
に
29
年
度
比
7
1

0
0
万
円
減
（
30
・
7
％
減
）
の

1
億
6
0
0
0
万
円
が
計
上
さ
れ
、

荒
廃
農
地
の
再
生
利
用
等
へ
の
支

援
な
ど
が
図
ら
れ
る
。

⑤
に
つ
い
て
。
水
田
活
用
の
直

接
支
払
交
付
金
に
29
年
度
比
1
5

4
億
円
増
（
4
・
9
％
増
）
の
3

3
0
4
億
円
が
計
上
さ
れ
、
水
田

を
活
用
し
た
飼
料
用
米
、
麦
、
大

豆
等
の
生
産
が
支
援
さ
れ
る
。
ま

た
、
農
林
水
産
業
の
輸
出
力
強
化

に
29
年
度
5
億
5
6
0
0
万
円
増

（
10
・
7
％
増
）
の
57
億
6
9
0

0
万
円
が
計
上
さ
れ
、
海
外
需
要

の
創
出
、
輸
出
環
境
の
整
備
な
ど

が
図
ら
れ
る
。

⑥
に
つ
い
て
。
畜
産
・
酪
農
経

営
安
定
対
策
に
29
年
度
比
1
0
1

億
2
0
0
万
円
増（
5
・
7
％
増
）

の
1
8
6
3
億
7
4
0
0
万
円
が

計
上
さ
れ
、
畜
産
・
酪
農
経
営
の

安
定
を
支
援
す
る
こ
と
で
、
意
欲

あ
る
生
産
者
へ
の
環
境
整
備
が
推

進
さ
れ
る
。
ま
た
、
家
畜
衛
生
等

総
合
対
策
に
29
年
度
比
1
5
0
0

万
円
増
（
0
・
3
％
増
）
の
55
億

3
0
0
万
円
が
計
上
さ
れ
、
口
蹄

疫
や
高
病
原
性
鳥
イ
ン
フ
ル
エ
ン

ザ
等
の
発
生
予
防
・
ま
ん
延
防
止

対
策
な
ど
が
図
ら
れ
る
。

5

林
業
振
興
対
策

①
林
業
発
展
の
た
め
の
施
策
②

森
林
環
境
税
（
仮
称
）
の
創
設
③

森
林
の
防
災
・
減
災
対
策
④
水
源

林
の
保
全
―
に
つ
い
て
要
望
し
た
。

①
に
つ
い
て
。
森
林
・
山
村
多

面
的
機
能
発
揮
対
策
に
、
29
年
度

比
1
億
9
9
0
0
万
円
減
（
11
・

7
％
減
）
の
15
億
1
0
0
万
円
が

計
上
さ
れ
、
森
林
・
山
村
の
多
面

的
機
能
の
発
揮
の
た
め
、
地
域
の

自
伐
林
業
グ
ル
ー
プ
等
が
実

施
す
る
森
林
の
保
全
管
理
や

森
林
資
源
の
利
用
な
ど
が
支

援
さ
れ
る
。

②
に
つ
い
て
。
地
方
行
政

委
員
会
「
1
」
（
2
0
4
6

号
3
面
）
を
参
照
。

③
に
つ
い
て
。
評
議
員
会

の
九
州
部
会
提
出
議
案
「
記

録
的
な
豪
雨
災
害
に
対
す
る

河
川
等
災
害
復
旧
事
業
及
び

治
山
・
治
水
対
策
の
推
進
に

つ
い
て
」
で
要
望
さ
れ
た
治

山
事
業
に
29
年
度
と
同
額
の

5
9
7
億
3
6
0
0
万
円
が

計
上
さ
れ
、
集
中
豪
雨
等
に

対
す
る
事
前
防
災
・
減
災
対

策
と
と
も
に
、
森
林
整
備
事

業
に
29
年
度
と
同
額
の
1
2

0
3
億
1
3
0
0
万
円
が
計

上
さ
れ
、
国
土
の
保
全
な
ど

森
林
の
公
益
的
機
能
を
発
揮

さ
せ
る
た
め
、
間
伐
や
路
網

整
備
、
主
伐
後
の
再
造
林
等

の
支
援
が
図
ら
れ
る
（
図
参

照
）
。

6

水
産
業
振
興
対
策

①
漁
業
者
に
対
す
る
経
営
支
援

策
等
の
強
化
②
水
産
資
源
の
維
持

等
の
た
め
の
施
策
③
養
殖
用
配
合

飼
料
高
騰
対
策
④
担
い
手
の
確
保

・
育
成
―
に
つ
い
て
要
望
し
た
。

①
に
つ
い
て
。
漁
業
者
保
証
円

滑
化
対
策
事
業
に
29
年
度
比
3
0

0
0
万
円
減
（
9
・
0
％
減
）
の

3
億
5
0
0
万
円
が
計
上
さ
れ
、

漁
業
者
へ
の
積
極
的
な
設
備
投
資

の
支
援
を
図
る
ほ
か
、
漁
業
経
営

基
盤
強
化
金
融
支
援
事
業
に
29
年

度
比
2
3
0
0
万
円
減
（
18
・
1

％
減
）
の
1
億
4
0
0
万
円
が
計

上
さ
れ
、
漁
船
の
建
造
等
の
際
の

借
り
入
れ
に
利
子
助
成
を
行
う
こ

と
で
実
質
無
利
子
化
が
図
ら
れ
る
。

②
に
つ
い
て
。
漁
業
収
入
安
定

対
策
事
業
等
に
29
年
度
比
30
億
1

3
0
0
万
円
減
（
12
・
9
％
減
）

の
2
0
4
億
1
4
0
0
万
円
が
計

上
さ
れ
、
資
源
管
理
等
に
取
り
組

む
漁
業
者
へ
の
減
収
補
塡
が
図
ら

れ
る
。
ま
た
、
増
殖
に
関
す
る
支

援
事
業
に
29
年
度
比
1
8
0
0
万

円
増
（
3
・
7
％
増
）
の
5
億
7

0
0
万
円
が
計
上
さ
れ
、
栽
培
漁

業
な
ど
の
支
援
が
図
ら
れ
る
。

③
に
つ
い
て
。
漁
業
経
営
セ
ー

フ
テ
ィ
ネ
ッ
ト
構
築
事
業
に
29
年

度
比
1
8
0
0
万
円
減
（
10
・
0

％
減
）
の
1
億
6
2
0
0
万
円
が

計
上
さ
れ
、
養
殖
用
配
合
飼
料
等

の
価
格
上
昇
時
の
影
響
緩
和
措
置

の
た
め
の
補
塡
金
が
準
備
さ
れ
る
。

④
に
つ
い
て
。
漁
業
人
材
育
成

総
合
支
援
事
業
に
29
年
度
比
1
億

5
6
0
0
万
円
減（
16
・
8
％
減
）

の
7
億
7
1
0
0
万
円
が
計
上
さ

れ
、
漁
業
者
の
安
定
的
な
確
保
と

育
成
が
図
ら
れ
る
。

7

農
林
水
産
業
共
通
対
策

①
農
林
水
産
業
の
持
続
的
な
経

営
維
持
・
発
展
対
策
②
野
生
鳥
獣

【
7
面
へ
続
く
】

図 治山対策の推進

※平成30年度農林水産予算の概要から抜粋
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に
よ
る
農
林
水
産
物
被
害
の
防
止

対
策
③
燃
油
価
格
高
騰
対
策
―
な

ど
を
要
望
し
た
。

①
に
つ
い
て
。
30
年
度
農
林
水

産
省
予
算
は
29
年
度
比
50
億
円
減

（
0
・
2
％
減
）
の
2
兆
3
0
2

1
億
円
と
な
っ
た
が
、
29
年
度
補

正
予
算
で
4
6
8
0
億
円
が
確
保

さ
れ
、
▽
農
業
の
持
続
的
な
発
展

▽
林
業
の
持
続
的
・
健
全
な
発
展

▽
水
産
業
の
健
全
な
発
展
―
が
図

ら
れ
る
ほ
か
、
農
林
水
産
業
の
成

長
産
業
化
の
実
現
の
た
め
、
▽
輸

出
力
強
化
▽
経
営
力
・
人
材
力
の

強
化
▽
担
い
手
へ
の
農
地
集
積
・

集
約
化
▽
高
収
益
作
物
へ
の
転
換

―
な
ど
の
施
策
が
推
進
さ
れ
る
。

②
に
つ
い
て
。
鳥
獣
被
害
防
止

総
合
対
策
と
ジ
ビ
エ
利
活
用
の
推

進
に
29
年
度
比
8
億
6
6
0
0
万

円
増
（
9
・
0
％
増
）
の
1
0
5

億
1
6
0
0
万
円
が
計
上
さ
れ
、

野
生
鳥
獣
被
害
対
策
や
ジ
ビ
エ

（
野
生
鳥
獣
肉
）
利
用
拡
大
な
ど

が
支
援
さ
れ
る
。

③
に
つ
い
て
。
漁
業
経
営
安
定

対
策
の
う
ち
、
漁
業
経
営
セ
ー
フ

テ
ィ
ネ
ッ
ト
構
築
事
業
に
29
年
度

比
1
8
0
0
万
円
減
（
10
・
0
％

減
）
の
1
億
6
2
0
0
万
円
が
計

上
さ
れ
、
燃
油
価
格
が
上
昇
し
た

際
、
国
の
負
担
割
合
を
高
め
て
補

塡
を
行
う
ほ
か
、
価
格
急
騰
時
の

補
塡
が
図
ら
れ
る
。

8

食
の
安
全
及
び
消
費
者
の
信

頼
確
保
対
策

ト
レ
ー
サ
ビ
リ
テ
ィ
、
Ｇ
Ａ
Ｐ

（
農
業
生
産
工
程
管
理
）
、
Ｈ
Ａ

Ｃ
Ｃ
Ｐ
（
危
害
要
因
分
析
・
重
要

管
理
点
）
等
の
普
及
促
進
に
よ
り
、

食
の
安
全
性
を
高
め
る
こ
と
―
な

ど
を
要
望
し
た
。

農
林
水
産
省
の
30
年
度
予
算
で

は
、
消
費
・
安
全
対
策
交
付
金
に

29
年
度
比
1
億
2
8
0
0
万
円
増

（
6
・
7
％
増
）
の
20
億
3
8
0

0
万
円
が
計
上
さ
れ
、
国
産
農
畜

水
産
物
の
安
全
性
の
向
上
、
食
品

ト
レ
ー
サ
ビ
リ
テ
ィ
の
普
及
促
進

が
支
援
さ
れ
る
。
ま
た
、
Ｇ
Ａ
Ｐ

拡
大
の
推
進
が
6
億
1
4
0
0
万

円
で
新
設
さ
れ
、
Ｇ
Ａ
Ｐ
の
取
り

組
み
な
ど
へ
の
総
合
的
な
支
援
の

ほ
か
、
Ｈ
Ａ
Ｃ
Ｃ
Ｐ
認
定
促
進
と

と
も
に
水
産
物
輸
出
に
係
る
ト
レ

ー
サ
ビ
リ
テ
ィ
導
入
の
た
め
、
水

産
物
輸
出
倍
増
環
境
整
備
対
策
事

業
に
29
年
度
比
1
7
0
0
万
円
減

（
8
・
3
％
減
）
の
1
億
8
3
0

0
万
円
が
計
上
さ
れ
て
い
る
。

9

中
小
企
業
振
興
対
策
等

中
小
企
業
の
支
援
に
つ
い
て
、

金
融
セ
ー
フ
テ
ィ
ネ
ッ
ト
の
拡
充

強
化
、
資
金
繰
り
対
策
―
な
ど
を

要
望
し
た
。

経
済
産
業
省
の
30
年
度
予
算
で

は
、
日
本
政
策
金
融
公
庫
補
給
金

に
29
年
度
比
3
・
8
億
円
増
（
2

・
4
％
増
）
の
1
6
5
億
1
0
0

0
万
円
が
計
上
さ
れ
、
創
業
や
新

事
業
の
展
開
な
ど
に
取
り
組
む
中

小
企
業
へ
支
援
が
さ
れ
る
と
と
も

に
、
小
規
模
事
業
者
経
営
改
善
資

金
融
資
事
業
に
29
年
度
と
同
額
の

42
億
円
が
計
上
さ
れ
、
経
営
改
善

に
取
り
組
む
小
規
模
事
業
者
へ
の

低
利
融
資
な
ど
が
行
わ
れ
る
。
ま

た
、
も
の
づ
く
り
・
商
業
・
サ
ー

ビ
ス
経
営
力
向
上
支
援
事
業
に
29

年
度
補
正
予
算
で
1
0
0
0
億
円

が
確
保
さ
れ
、
革
新
的
サ
ー
ビ
ス

開
発
や
生
産
工
程
の
改
善
な
ど
が

支
援
さ
れ
る
。

10

資
源
・
エ
ネ
ル
ギ
ー
対
策

①
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
研

究
・
開
発
へ
の
積
極
的
な
取
り
組

み
や
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
発
電

施
設
建
設
に
際
し
て
、
住
民
と
の

合
意
形
成
を
図
る
こ
と
、
無
秩
序

な
開
発
に
対
す
る
罰
則
規
定
等
法

整
備
②
炭
層
ガ
ス
、
石
炭
地
下
ガ

ス
な
ど
の
石
炭
利
用
、
木
質
バ
イ

オ
マ
ス
技
術
の
実
用
化
―
な
ど
を

要
望
し
た
。

①
に
つ
い
て
。
29
年
4
月
1
日
、

に
「
電
気
事
業
者
に
よ
る
再
生
可

能
エ
ネ
ル
ギ
ー
電
気
の
調
達
に
関

す
る
特
別
措
置
の
一
部
を
改
正
す

る
法
律
」
が
施
行
さ
れ
た
が
、
事

業
計
画
認
定
策
定
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン

で
は
、
住
民
へ
の
説
明
会
開
催
な

ど
は
努
力
義
務
で
、
30
年
5
月
8

日
現
在
、
罰
則
規
定
は
盛
り
込
ま

れ
て
い
な
い
。

②
に
つ
い
て
。
石
炭
利
用
に
関

し
、
次
世
代
火
力
発
電
の
技
術
開

発
事
業
に
29
年
度
比
2
億
円
減

（
1
・
7
％
減
）
の
1
1
3
億
円

が
計
上
さ
れ
、
石
炭
ガ
ス
化
燃
料

電
池
複
合
発
電
の
実
証
事
業
や
石

炭
に
よ
る
新
た
な
高
効
率
発
電
技

術
開
発
の
ほ
か
、
木
質
バ
イ
オ
マ

ス
に
関
し
て
、
火
力
発
電
所
か
ら

発
生
す
る
二
酸
化
炭
素
の
効
率
的

な
分
離
回
収
や
有
効
利
用
技
術
開

発
な
ど
が
実
施
さ
れ
る
。

ま
た
、
地
域
で
自
立
し
た
バ
イ

オ
マ
ス
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
活
用
モ
デ

ル
を
確
立
す
る
た
め
の
実
証
事
業

に
29
年
度
比
3
億
3
0
0
0
万
円

増
（
16
・
8
％
増
）
の
23
億
円
が

計
上
さ
れ
、
木
質
系
等
の
バ
イ
オ

マ
ス
エ
ネ
ル
ギ
ー
利
用
シ
ス
テ
ム

確
立
の
た
め
の
技
術
指
針
策
定
な

ど
、
実
証
事
業
推
進
が
図
ら
れ
る
。

【
6
面
か
ら
続
く
】

2
0
4
6
号
5
面
に
掲
載
し
た

「
地
方
公
共
団
体
の
議
会
の
議
員

及
び
長
の
所
属
党
派
別
人
員
調
」

と
同
時
に
公
表
さ
れ
た
「
平
成
29

年
中
に
お
け
る
地
方
公
共
団
体
の

議
会
の
議
員
及
び
長
の
選
挙
執
行

件
数
調
」
か
ら
、
市
区
議
会
議
員

に
つ
い
て
、
調
査
結
果
の
概
要
を

掲
載
す
る
。
両
調
査
結
果
は
、「
地

方
公
共
団
体
の
長
の
連
続
就
任
回

数
調
」
と
併
せ
、
総
務
省
ホ
ー
ム

ペ
ー
ジ
（h

ttp
:
//w
w
w
.s

o
u
m
u
.g
o
.jp
/se
n
k
y
o
/
s

e
n
k
y
o
_
s
/
d
a
ta
/
sy
o
zo
k

u
/h
2
9
.h
tm
l

）に
掲
載
さ
れ
て

い
る
。

市
区
議
会
議
員
選
挙
は
通
常
4

年
に
一
度
行
わ
れ
る
こ
と
か
ら
、

21
年
、
25
年
、
29
年
の
市
区
議
会

議
員
選
挙
の
執
行
件
数
を
比
較
し

た
。
市
区
議
会
議
員
選
挙
の
無
投

票
当
選
は
▽
21
年
�
2
4
0
件
中

8
件
（
3
・
3
％
）
▽
25
年
�
2

3
1
件
中
20
件
（
8
・
7
％
）
▽

29
年
�
2
3
5
件
中
23
件
（
9
・

8
％
）
―
と
な
っ
て
お
り
、
件
数
、

割
合
と
も
に
増
加
傾
向
に
あ
る

（
表
、
グ
ラ
フ
参
照
）
。

選
挙
の
執
行
件
数
調

表 市区議会議員の一般選挙、補欠・再選挙の
執行件数と無投票当選数

無投票当
選の割合
ｄ／ｃ

3.3％

8.7％

9.8％

無投票
当選
ｄ

8

20

23

小計
ｃ＝
ａ＋ｂ

240

231

235

補欠選挙
及び再選挙

ｂ

80

70

71

一般
選挙
ａ

160

161

164

分類

年

H21

H25

H29

総務省

※地方公共団体の議会の議員及び長の選挙の執行件数調
（各年12月31日現在）を基に本紙が作成した。

※地方公共団体の議会の議員及び長の選挙の執行件
数調（各年12月31日現在）を基に本紙が作成した。
棒 グ ラ フ：無投票当選件数（右目盛）
折線グラフ：無投票当選件数の割合（左目盛）

グラフ 市区議会議員の選挙に占める
無投票当選数と割合

（7） 平成30年5月15日 第2047・8号全 国 市 議 会 旬 報
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▼
議
長

▽
熊
本

く
つ
き
信
哉（
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全国的に共通性のある政策法務に焦点を当て、そのポイント
を解説する「法務特別セミナー」を全国10か所で、また、各地
域の課題解決に役立つ政策法務に焦点を当て、個別の条例や判
例を分かりやすく解説する「法務実務研究セミナー」を全国4
か所で開催します。
自治体法務に精通した講師による、市区町村の議員、職員の
皆様の法務能力の向上に役立つ実践的な講義内容となっており
ます。

◆日程及び会場

〈法務特別セミナー〉

○5月23日（水）～5月25日（金）那覇市：沖縄県教職員共済
会館八汐荘

○5月31日（木）～6月1日（金）盛岡市：エスポワールいわ
て

○7月4日（水）～7月5日（木）京都市：京都府職員福利厚
生センター

○7月11日（水）～7月13日（金）福岡市：福岡県中小企業振
興センター

○7月24日（火）～7月26日（木）青森市：ラ・プラス青い森

○7月31日（火）～8月2日（木）松山市：愛媛県庁第一別館

○10月2日（火）～10月4日（木）名古屋市：ウィンクあいち

○10月24日（水）～10月26日（金）金沢市：本多の森会議室

○11月7日（水）～11月9日（金）岡山市：ピュアリティまき
び

〈法務実務研究セミナー〉

○10月10日（水）～10月12日（金）東京都千代田区：全国町村
議員会館

○10月17日（水）～10月19日（金）松山市：えひめ共済会館

○11月14日（水）～11月16日（金）福岡市：福岡県中小企業振
興センター

○11月20日（火）～11月22日（木）青森市：ラ・プラス青い森

※いずれのセミナーも1日目13：00～16：45、

2日目10：00～16：45、

3日目10：00～12：15

（法務特別セミナーの盛岡市と京都市は

1日目10：00～16：45、

2日目10：00～16：45）

◆受講料（教材費・税込）

賛助会員4，000円・非賛助会員6，000円

◆お申込専用フォーム https : //krs.bz/gyosei/m/rilg_seminar

本講習会では、地方公共団体に求められる空き家対策の現状
と課題を明らかにするとともに、特に課題とされる行政代執行
や不在者財産管理人制度の手続等について具体的に解説し、ま
た、ごみ屋敷条例の策定に係るポイントも併せて解説するなど、
地方公共団体の取組の実態を踏まえた具体的な講義内容となっ
ております。

◆日程及び会場
5月30日（水）千代田区：全国町村議員会館 2階 会議室

◆内容及び講師
10：30～12：00 自治体における空き家対策の現状と課題

上智大学法学部教授
北 村 喜 宣 氏

13：00～14：20 行政代執行・不在者財産管理人制度の理論
と手続
鹿児島大学学術研究院教授

宇那木 正 寛 氏
14：30～15：20 空き家の行政代執行の実務（行政代執行の

現場から）
板橋区都市整備部建築指導課老朽建築物グ
ループ

15：30～16：30 ごみ屋敷条例策定のポイント
横浜国立大学大学院国際社会科学研究院准
教授 板 垣 勝 彦 氏

◆受講料（教材費・税込）
賛助会員10，000円・非賛助会員15，000円

◆お申込み専用フォーム https：//krs.bz/gyosei/m/rilg_koshu

◆問合せ先：一般財団法人地方自治研究機構 研修部
電話 03‐5148‐0662
E-mail：koshu@rilg.or.jp

◆その他：詳細は、機構ＨＰを御参照ください。
http：//www.rilg.or.jp/htdocs/003.html

議議
会会
人人
事事

～苦手な法務もこれで解決！変化に即応できる自治体
議員・職員のための短期集中セミナー～

平成30年度「法務能力向上のための特別実務セミナー」の開催

～空き家対策と行政代執行の
実務を具体的に解説～

平成30年度「空き家対策等実務講習会」の開催
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